
若あゆの会若あゆ作業所 給与・退職金規定 

（目的） 

第１条  本規定は、若あゆ作業所正職員就業規則第２９条、若あゆの会若あゆ作業所非常

勤職員就業規則第３１条に基づき、職員の賃金、手当等に関する取り扱いについ

て定めるものである。 

 

（職員定義） 

第２条 1. この規定においての常勤職員または正職員とは、無期労働契約による職員で

あって、労働時間、職務内容及び勤務地のいずれにも制約なく基幹的業務に

携わる職員として雇用された者をいう。 

 

2. この規定においての非常勤職員またはパート職員とは、社会福祉法人若あゆ

の会と労働契約を結び、有期労働契約（無期転換した後は無期労働契約）に

よる職員であって、１日の所定労働時間又は１ヶ月の勤務日数が常勤職員ま

たは正職員より短く、または同等であり、主として、補助的業務のために雇

用された者を言う。 

 

（賃金の構成） 

第３条  賃金は次の構成とする。 
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管理者手当 

サービス管理責任者手当 

主任手当 

業務手当 

通勤手当 

家族手当 

住宅手当 

資格手当 

処遇改善手当１，２、３、４ 

遅番手当・早番手当 

割増賃金 時間外労働手当 

深夜割増賃金 



（基本給） 

第４条 常勤職員の基本給は、別に定める「給料表」に基づき本人の経験・年齢・職務遂行 

能力を考慮して各人別に決定する。 

 

（家族手当） 

第５条 1. 家族手当は、次の健康保険の被保険者の職員の被扶養者を有する職員に対し支

給する。 

（1）配偶者 月額１０，０００円 

（2）１８歳を超えた３月末まで１人月額 ５，０００円 

（3）１８歳を超えた３月末まで２人目以降月額 ３，０００円 

2. 第２１条の届出を怠った場合で過払支給を受けた者は、速やかに過払額を返還しなけれ

ばならない。 

 

（通勤手当） 

第６条 1. 交通機関等を利用し通勤に要する交通費実費を支給する。但し支給額は、月額

１５，０００円を限度とする。 

    2. 自動車による通勤手当は、正職員は表１を月額として、パート職員は出勤日数

×１日当たりの通勤手当（表２）で計算をする。 

 

表１ １箇月の通勤手当 

距 離（片道） 支給額 距 離 支給額 

２ｋｍ以上 １，０５０円 １６ｋｍ以上 ８，３００円 

４ｋｍ以上 ２，１００円 １８ｋｍ以上 ９，３５０円 

６ｋｍ以上 ３，１００円 ２０ｋｍ以上 １０，４００円 

８ｋｍ以上 ４，１５０円 ２２ｋｍ以上 １１，４５０円 

１０ｋｍ以上 ５，２００円 ２４ｋｍ以上 １２，４５０円 

１２ｋｍ以上 ６，２５０円 ２６ｋｍ以上 １３，５００円 

１４ｋｍ以上 ７，３００円 ２８ｋｍ以上 １４，５５０円 

表２ １日当たりの通勤手当 

距 離（片道） 支給額 距 離 支給額 

２ｋｍ以上 ５０円 １６ｋｍ以上 ４００円 

４ｋｍ以上 １００円 １８ｋｍ以上 ４５０円 

６ｋｍ以上 １５０円 ２０ｋｍ以上 ５００円 

８ｋｍ以上 ２００円 ２２ｋｍ以上 ５５０円 

１０ｋｍ以上 ２５０円 ２４ｋｍ以上 ６００円 

１２ｋｍ以上 ３００円 ２６ｋｍ以上 ６５０円 

１４ｋｍ以上 ３５０円 ２８ｋｍ以上 ７００円 

3. 通勤手当は、支給単位期間に係る最初の月の本給の支給日に支給する。ただし、 



支給日までに第２１条第１項の規定による届出に係る事実が確認できない等の 

ため支給日に支給することができないときは、支給日後に支給することができ 

る。  

4. 通勤手当の支給は、その支給の要件に該当することとなった日の属する月の翌月 

（その日が月の初日である時は、その日の属する月）から開始し、通勤手当を支給 

されている職員が休職・退職し、又は育児休業若しくは介護休業をした職員の通

勤手当の支給要件を欠くに至ったときは、その事由が生じた日の属する月（これ

らの日が月の初日である時は、その日の属する月の前月）をもって終了する。 

5. 前項の規定にかかわらず、月の中途において採用又は復職した職員への通勤手当 

の支給については、その月の通勤を要する日数分の往復の運賃等又は１ヶ月分 

の通勤手当のいずれか低い額を支給することとする。  

6. 通勤手当は、その支給を受けている職員にその額を変更すべき事実が生じるに至

った場合においては、その事実の生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日

である時は、その日の属する月）から支給額を改定する。  

7.  通勤手当の支給要件を欠くに至ったとき又は通勤手当の額を変更すべき事実が 

生じるに至ったときは、その払戻金相当額又はその差額を返納又は支給するこ

ととする。 

   8.  通勤手当の金額の変更は令和４年４月から実施する。 

 

（住宅手当） 

第７条  住宅を借りている者に住宅手当１０，０００円を支給する。自ら所有する住宅に

居住する者に住宅手当５，０００円を支給する。 

 

（サービス管理責任者手当） 

第８条  サービス管理責任者にサービス管理責任者手当月額１３，０００円を支給する。 

 

（業務手当） 

第９条  別に定める給料表の業務手当の責任者に任命された者に業務手当月額３，００

０円を支給する。 

 

（早番手当・遅番手当） 

第１０条 非常勤職員の勤務する労働時間において早番（５：００～７：００）、遅番（１

９：００～２１：００）の時間帯に勤務した場合は１時間辺り１０円の早番手当・

遅番手当を支給する。 

 

（割増賃金） 

第１１条 1. 常勤職員の割増賃金は次の算式により計算して支給する。 

 



基本給＋諸手当（サービス管理責任者手当・業務手当・資格手当・主任手当・処遇改善手当①、処遇改善手当

②、処遇改善手当③）÷月の平均労働時間数×割増率×法定時間外労働時間数 

（月の平均労働時間数は当該事業年度の勤務すべき時間数÷12 小数点第一位以下は切り

捨てる。） 

 

2. 非常勤職員の割増賃金は次の算式により計算して支給する。 

 

（時給+処遇改善手当①、③時給分+サービス管理責任者・業務手当・資格手当・主任手当/

月の平均労働時間数）×割増率×法定時間外労働時間数 

（月の平均労働時間数は常勤職員の当該事業年度の勤務すべき時間数÷12 小数点第一位

以下は切り捨てる。） 

 

3. 割増賃金の割増率は次のとおりとする。なお、この場合の１カ月の起算日

は毎月１日とし、賃金計算期間と同じものとする。 

 

（1）１カ月６０時間以下の法定時間外労働の場合 １．２５ 

（2）１カ月６０時間超えの法定時間外労働の場合 １．５０ 

（3）法定休日労働の場合 １．３５ 

 

（欠勤の扱い） 

第１２条 1. 常勤職員の１日欠勤、遅刻や早退については、（基本給÷１カ月の給与計算

期間の所定労働時間）×欠勤時間を控除する。 

 

2. 常勤職員、非常勤職員が１カ月の給与計算期間を全欠勤する場合は、基本給、

手当類を全て控除する。 

 

3. 常勤職員において経営上の都合または天災事変等や感染症対策上やむを得

ない事由によって通常の業務ができないときに、所定労働時間の全部また

は一部について臨時の休業をさせる場合は、（（基本給+手当類）÷１カ月の

給与計算期間の所定労働時間））×休業時間を控除する。 

 

4. 非常勤職員において経営上の都合または天災事変等や感染症対策上やむを

得ない事由によって通常の業務ができないときに、所定労働時間の全部ま

たは一部について臨時の休業をさせる場合は、所定労働時間労働したとき

に支払われる通常の賃金と（手当類÷１カ月の給与計算期間の所定労働時

間）×休業時間を控除する。 

 

 



（賃金の計算期間及び支払い） 

第１３条  正職員、パート職員の賃金は、毎月末日に締め切り次月１５日に支払う。支払

日が休日に当たるときは、その前日に支払う。 

 

（賃金の支払いと控除） 

第１４条  賃金は職員に対し、原則として銀行振り込みとする。但し次に掲げるものを賃

金から控除したものを振り込みとする。 

     1、源泉徴収税 

     2、健康保険及び厚生年金の保険料の被保険者負担分 

     3、雇用保険の保険料の被雇用者負担分 

     4、住民税 

     5、共助会費 

     6、食費 

     7、親睦会費 

 

（昇給） 

第１５条  昇給は４月１日をもって、基本給について行うものとする。但しやむを得ない

事由がある場合はこの限りではない。 

 

（賞与） 

第１６条 1. 常勤職員の賞与は原則として毎年７月１日及び１２月１日に在籍する職員

に対し７月１５日及び１２月１５日に支給する。年間支給額は特別賞与（処

遇改善手当等）と基本給の４カ月分とする。但しやむを得ない事由がある場

合は支給時期を延期し、また支給しないことがある。 

 

2. 常勤職員の賞与計算期間（１２月１日～６月３０日または７月１日～１１月

３０日）において欠勤時間数の割合で賞与と特別賞与（処遇改善手当等）の

減額を定める。 

 

欠勤の割合 減額率 欠勤の割合 減額率 

２％以上 １０％ １２％以上 ６０％ 

４％以上 ２０％ １４％以上 ７０％ 

６％以上 ３０％ １６％以上 ８０％ 

８％以上 ４０％ １８％以上 ９０％ 

１０％以上 ５０％ ２０％以上 １００％ 

 

 

 



3. 常勤職員の賞与計算期間（１２月１日～６月３０日または７月１日～１１月

３０日）において途中から在籍をした職員は勤務実績に応じて月割りある

いは日割りで賞与、特別賞与（処遇改善手当等）を支給する。 

 

4. 非常勤職員の賞与は原則として毎年７月１日及び１２月１日に在籍する職

員に対し７月１５日及び１２月１５日に支給する。但しやむを得ない事由

がある場合は支給時期を延期し、また支給しないことがある。 

 

5. 非常勤職員の賞与計算期間（１２月１日～６月３０日または７月１日～１１

月３０日）において欠勤時間数の割合で賞与と特別賞与（処遇改善手当等）

の減額を定める。 

 

欠勤の割合 減額率 欠勤の割合 減額率 

２％以上 １０％ １２％以上 ６０％ 

４％以上 ２０％ １４％以上 ７０％ 

６％以上 ３０％ １６％以上 ８０％ 

８％以上 ４０％ １８％以上 ９０％ 

１０％以上 ５０％ ２０％以上 １００％ 

 

6. 非常勤職員の賞与計算期間（１２月１日～６月３０日または７月１日～１１

月３０日）において途中から在籍をした職員は勤務実績に応じて月割りあ

るいは日割りで賞与、特別賞与（処遇改善手当等）を支給する。 

 

（非常勤職員の賃金） 

第１７条  時間給とし職務の内容等により、各個別契約により決定する。 

 

（退職手当） 

第１８条  退職手当は、常勤及び常勤職員の所定労働時間の３分の２以上を勤務する 

職員が退職したとき、支給する。退職金の支給は、社会福祉職員等退職手当共 

済法及び埼玉県社会福祉事業共助会に基づく契約によって退職金を支給する。 

 

（資格手当） 

第１９条  次の資格を有する者に社会福祉士月額５，０００円・精神保健福祉士月額５， 

０００円・介護福祉士月額５，０００円・理学療法士月額５，０００円・作業

療法士月額５，０００円を支給する。 

2.  調理師・管理栄養士の資格を有し、調理業務を行なう者に月額５，０００円

を支給する。 

3. 在職中に前項の資格を取得した時は一時金１０，０００円を支給する。 



（主任手当） 

第２０条  主任に主任手当を１３，０００円支給する。 

 

（管理者手当） 

第２１条  作業所の施設長に管理者手当を３０，０００円支給する。但し、超過勤務手当

は支給しないものとする。 

 

（処遇改善手当） 

第２２条  1. 第３条の処遇改善手当１については、常勤職員は月額換算１５，０００円、

賞与７月、１２月時に各５，０００円、非常勤職員については時給３０円

～１００円を支給し、３月末に於いて調整する。遅深夜番（２１：００～

２２：００）夜勤（２２：００～５：００）に勤務をした非常勤職員には

１時間２５０円を支給する。３月末の配分基準として非常勤職員は１５，

０００円を限度として支給する。常勤職員は非常勤職員に支給した差額

を配分する。なお、利用者の人数、人員配置状況など運営状況に変動があ

り、福祉・介護職員等処遇改善加算の加算状況に変動があった場合はこの

限りではない。 

2. 非常勤職員の処遇改善手当１は勤続年数が１年未満の職員は時給４０円、 

１年以上３年未満の職員は時給５０円、３年以上の職員は時給１００円

を支給する。 

3.  第３条の処遇改善手当２については、毎年度埼玉県に提出する福祉・介

護職員等特定処遇改善加算計画書の「賃金改善を行う賃金項目及び方法」

に従い、支給する。３月末に於いて調整する。なお、利用者の人数、人員

配置状況など運営状況に変動があり、福祉・介護職員等特定処遇改善加算

の加算状況に変動があった場合はこの限りではない。 

4. 第３条の処遇改善手当３については、常勤職員は月額換算８，０００円、

非常勤職員については時給２０円を支給し、３月末に於いて調整する。な

お、利用者の人数、人員配置状況など運営状況に変動があり、福祉・介護

職員等処遇改善加算の加算状況に変動があった場合はこの限りではない。 

5. 令和５年度福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金について令和６年２月、

３月分の給与に関してはまとめて３月の給与支払い時に一時金で支給す

る。令和６年４月、５月分の給与に関しては処遇改善手当４として常勤職

員へ月額換算７，０００円、非常勤職員には時給１０円を支給する。なお、

利用者の人数、人員配置状況など運営状況に変動があり、令和５年度福

祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金の加算状況に変動があった場合は

この限りではない。この項の規定は令和６年５月３１日までの適用とす

る。 

 



（扶養手当等の支給手続き）  

第２３条  1. 新たに家族手当・住宅手当若しくは通勤手当（以下「家族手当等」という。）

の支給を受けようとする職員又は家族手当等の月額に変更を及ぼす事情の

変更があった職員は、遅滞なくその旨を管理者に届け出なければならない。

なお、届出に変更を生じた場合は、その事実を証する書類を添付して届出し

なければならない。 

2.  家族手当等（通勤手当を除く。）の支給は、その支給の要件に該当すること

となった日の属する月の翌月（その日が月の初日である時は、その日の属す

る月）から支給を開始し、その要件に該当しないこととなった日の属する月

（その日が月の初日である時は、その日の属する月の前月）をもって終了す

る。 

3. 前項の規定にかかわらず、職員が家族手当等の支給の要件に該当することと

なった日から１５日を経過した後に第１項の規定による届出をしたときは、

その届出をした日の属する月の翌月から支給を開始する。 

 

（事務員の取扱いについて） 

第２４条  法人の事務員の所属は若あゆ作業所とする。賃金の金額、賞与の取扱いも若あ

ゆ作業所の生活支援員と同等の条件とする。賃金の支払いに関しては、賞与、

処遇改善手当、社会保険料、その他手当に関しては若あゆ作業所が負担をし、

時給のみに関しては若あゆ作業所、グループホーム若あゆ双方の按分（７対３）

にて支払う。 

 

（旅費の取扱い） 

第２５条  旅費の取扱いに関しては別に定める「若あゆ作業所旅費規程」を適用する。 

 

（決算賞与） 

第２６条  施設は業績に応じ毎年度末月の給料の支払い日に決算賞与を支給することが

ある。 

 

（年次有給休暇の賃金） 

第２７条  年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金 

を支給する。 

 

 

 

 

 

 



（深夜割増賃金） 

第２８条  夜勤（２２：００～５：００の間）に勤務をした正職員には深夜割増賃金分と

して１時間あたり７５０円を支給する。夜勤（２２：００～５：００の間）に

勤務をしたパート職員には下記の計算式（他に処遇改善手当）より支給する。 

夜勤（２１：００～５：００の間の４時間）に勤務をした正職員には深夜割増

賃金分として１回３０００円を支給する。夜勤（２１：００～５：００の間）

に勤務をしたパート職員には下記の計算式（他に処遇改善手当）より支給する。 

 

（(基本給+処遇改善手当１・３時給分)+（処遇改善手当２+管理者手当＋サービ

ス管理責任者手当＋業務手当＋資格手当＋主任手当）/月の平均労働時間数））×

1.25×深夜割増労働時間数（月の平均労働時間数は常勤職員の当該事業年度の

勤務すべき時間数÷12 小数点第一位以下は切り捨てる。） 

 

 

 

 

附則 

  この規定は、平成２０年９月 ８日より適用する。 

この規定は、平成２１年８月１７日より適用する。 

この規定は、平成２６年４月 １日より適用する。 

この規定は、平成２７年４月 １日より適用する。 

この規定は、平成２８年１０月１日より適用する。 

この規定は、平成２９年４月１日より適用する。 

この規定は、平成３０年２月２１日より適用する。 

この規定は、平成３０年４月１日より適用する。 

この規定は、平成３１年４月１日より適用する。 

この規定は、令和元年８月１日より適用する。 

この規定は、令和元年１０月１日より適用する。 

この規定は、令和２年１２月１日より適用する。 

この規定は、令和３年４月１日より適用する。 

この規定は、令和３年１０月１日より適用する。 

この規定は、令和４年１月２１日より適用する。 

この規定は、令和４年４月１日より適用する。 

この規定は、令和４年１２月１日より適用する。 

この規定は、令和５年４月１日より適用する。 

この規定は、令和５年１１月１日より適用する。 

この規定は、令和６年１月１日より適用する。 

この規定は、令和６年４月１日より適用する。 


